第４号議案
総会2020-1-05

国連CEFACT日本委員会
一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会
２０１９年度事業報告（案）
－　目　次　－

１．２０１９年度事業活動方針

２．運営体制
３．総会及び理事会
４．国際連携タスクフォースの活動
　
　　
　　

５．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動

      ６．金流商流情報連携タスクフォースの活動

      ７．収益事業報告

      ８．業務執行理事への委託業務報告
１．２０１９年度事業活動方針

　
　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の下に設置された研究会である。また、SIPSは国内におけるビジネスインフラ構築を進めてきた任意団体サプライチェーン情報基盤研究会の成果（ビジネスインフラガイドブックおよびその他タスクフォースの成果）を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流・物流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

本年度は、2016年～2018年に行われた中小企業庁の企業間データ連携実証検証および決済情報管理支援事業の普及拡大や、2018年末から始まった全銀EDIシステムのサービス開始など、業界横断EDI仕様の本格的な利用が始まることを踏まえ、日本語版共通辞書、業界横断EDIメッセージおよび各種コード表の登録・公開と活用支援を行う基盤整備を進めた。
　また、国内外の商取引環境等の変化(注１)を捉え、新たな技術（注2）に対応するビジネスインフラの枠組みの中で、国際標準と連動する業界横断EDI仕様の新分野への展開を図るための調査・研究を行った。
（注1）国内税制度の改定、WTO貿易円滑化協定などの新たな国際取引の枠組み、
およびビッグデータの活用や個人情報の取り扱い枠組みなど。
（注2）IOT、ブロックチェーンおよびWEB APIなどによる企業間情報連携プラ
ットフォームの革新。
　更に、SIPS活動成果の国内およびアジアへの普及促進を図り、積極的な新分野への参画を含め、継続した事業活動ができる組織体質の改革に努めた。
２．運営体制

　SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された作業グループの一つであり、かつSIPS会員の意向に従い自主的に運営される一般社団法人である。よって、SIPSの事業活動は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って遂行された。

　SIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理するために、SIPS総会の下に理事会が設置された。

　理事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、具体的に事業を推進するための課題について検討する次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 国際／業界横断EDIタスクフォース

· 金流商流情報連携タスクフォース

　2019年度も、SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的にコンサルティング受託を含む収益事業を展開した。
　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき理事会およびタスクフォースの活動を支援した。事務局運営の一部は、一般財団法人日本貿易関係簡易化協会（事務所サービス）およびニッケイコンサル（事務処理支援サービス）に委託した。

　SIPSの事業活動の内、理事会で必要と認めた作業は、必要に応じてEDI専門のコンサルタントであるビジネスインフラ研究所（所長　菅又久直）に委託した。
　委託内容には次の作業を含む。
· SIPS事業のプロジェクト管理
· 会議（総会、理事会、幹事会、タスクフォース等）資料の作成
· SIPS WEBページの更新
· 業界横断レジストリの登録・更新
· 国際会議報告書の作成
· 国連CEFACT共通辞書の日本語版作成（19A及び19B）
· SIPS収益事業の支援作業
３． 総会及び理事会
３．１　総会
　2019年度定時社員総会は、社員総数24名の内17名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2019年6月11日　14時～16時


場所：機械振興会館　6-64会議室

決議事項：
· 役員（理事）の改選（新役員は以下の通り）
理事
小島　洋一郎
（豊田商工会議所副会頭）
理事
菅又　久直
（ビジネスインフラ研究所）
理事
堀内　一
（UMLモデリング推進協議会）
理事
兼子　邦彦
（SCCCリアルタイム経営推進協議会）
理事
遠城　秀和
（NTTデータシステム技術株式会社）
理事
伊原　栄一
（株式会社グローバルワイズ）
理事
藤野　裕司
（EDIエバンジェリスト）
理事
香坂　真人
（株式会社JSOL）
理事
梶原　俊博
（日本情報通信株式会社）
理事
古城　篤
（株式会社ウフル）
監事
菊川　正博
（一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会）
· 2018年度事業報告
· 2018年度事業収支報告
· 2018年度事業監査報告
· 2019年度事業計画
· 2019年度事業収支計画
· 業務執行理事への業務委託
３．２　理事会
2019年度においては、次の10名の理事および1名の監事により理事会を構成し、2回の理事会を開催した。

（1） 第1回理事会
日時：2019年5月17日　14時～16時


場所：一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会　会議室

審議事項：

・新規社員及び退会社員の承認
＜新会員＞
特別会員：小島　洋一郎（豊田商工会議所副会頭）
特別会員：兼子邦彦（SCCCリアルタイム経営推進協議会）
特別会員：藤野　裕司（EDIエバンジェリスト）
幹事会員：株式会社ウフル
正会員　：株式会社データ・アプリケーション（幹事会員より変更）
＜退会＞
特別会員：森田　勝弘（内閣官房 政府CIO補佐官）
幹事会員：小島プレス工業株式会社
幹事会員：株式会社データ・アプリケーション（正会員へ変更）
・新役員候補の推薦

・2018年度事業報告

・2018年度収支報告

・2018年度事業監査報告

・2019年度事業計画

・2019年度事業収支計画
 ・業務執行理事への事業委託
（2） 第2回理事会
日時：2019年6月11日　16時～16時30分


場所：機械振興会館　6-64会議室

審議事項：

　・代表理事及び業務執行理事の選出

代表理事
小島　洋一郎
（豊田商工会議所副会頭）
業務執行理事
菅又　久直
（ビジネスインフラ研究所）
４．国際連携タスクフォース活動
　国際連携タスクフォースは、新たな経済連携協定や貿易円滑化協定などの国際取引の枠組みの中で、商取引・金融・生産の情報連携によるビジネスインフラ構築のために、関連タスクフォースと国連CEFACT日本委員会・標準促進委員会と協力して、国連CEFACTおよびアジア地域における国際連携調査研究を行った。
４．１　国際連携タスクフォース会議

国際連携タスクフォース会議は、堀内一（UMLモデリング推進協議会）リーダーの下、会員委員19名、賛助会員委員3名、およびオブザーバー2名の参加により、3回のタスクフォース会議を通して次の調査研究を行った。なお、2020年当初より懸念されたコロナ感染症拡大への対応として、2020年3月3日に予定した第4回タスクフォースは中止とした。
[image: image1.emf]TF会議 参加人数 審議事項

第1回タスクフォース

　2019年6月25日

13

・2019年度活動計画

・国連CEFACTフォーラム（ジュネーブ）報告

・AFACT中間会議報告

・サプライチェーン情報基盤におけるIoT

・国連CEFACTプロジェクト：XMLメッセージ構築ガイド

第2回タスクフォース

　2019年10月1日

11

・国連CEFACT標準化動向

　　=>CCL19Bライブラリメインテナンス

　　=>XMLメッセージ構築ガイド

　　=>IoT白書プロジェクト

    =>旅行観光ドメイン進捗

    =>ロケーション・コード登録管理

・最新技術動向

    =>浜名湖フォーラム報告

    =>水道IoT/CPS

    =>スマート物流

第3回タスクフォース

　2019年12月3日

8

・国連CEFACTフォーラム（ロンドン）報告

・AFACT総会（バンコク）報告

・XMLメッセージ構築ガイド進捗

・CCL 2020年A版サブミッション

第4回タスクフォース

　2020年3月3日

-コロナ感染症対策により会議中止。


4．2　国連CEFACTにおける国際標準化とその普及
（１）国連CEFACT日本委員会の下、国連CEFACTにおける手法技術PDA、国際サプライチェーンPDA、およびライブラリ管理チームに参加し、日本提案を含む標準の策定・保守と普及に貢献した。出張旅費は一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会が負担した。
· 第33回国連CEFACTフォーラム（ジュネーブ：スイス）2019年4月
· 第34回国連CEFACTフォーラム（ロンドン：英国）2019年10月
国連CEFACTへの参加により、SIPS及び日本企業が行った主な成果は次の通り。
· 国連CEFACT共通辞書へ日本提案を反映。
· 日本の税制改定（軽減税率）への対応。
· 農業機械部品EDIへの対応。
· スケジューリング国際EDIへの対応。
· 日本主導プロジェクトを推進。
· メッセージ設計ガイドライン（業界横断EDI方式）の策定推進。
· IoT白書プロジェクトへの寄稿（ウフル社）
· 受信確認メッセージの提案
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会の依頼により参加した国連CEFACT関係会議は次の通り。
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第33回国連CEFACTフォーラム

第25回国連CEFACT総会

2019年3月31日～4月11日 ジネーブ（スイス）

＜国連CEFACTフォーラム＞

・メッセージ構築プロジェクト発足

　　＝＞日本提案（リーダー：菅又）

・オーケストラレーション・フォーカルポイント

　　＝＞RESTful/JSON利用のAPI/EDI化プロジェクト

　　　　が提案された。

・共通辞書2019年A版公開準備完了

　　＝＞漁業（FLAX：欧州提案）

　　＝＞eQuality（中国提案）

　　＝＞税制度改定（軽減税率：日本提案）

・受領通知（Receiving Advice）プロジェクト

　　＝＞欧州航空宇宙産業グループより

　　　　新メッセージ提案

・IoT白書プロジェクト

　　＝＞日本（ウフル社）がアセットトラッキング担当

＜国連CEFACT総会＞

・地域ラポータの選出

　＝＞アジア太平洋地域ラポータ（Urachada

Ketprom：タイ）

・国連CEFACT作業計画（2019 - 2020）

【ビジョン】

国際商取引のための単純、透明で効果的なプロセス

【主な活動】

①貿易円滑化導入支援

②セマンティック相互運用性推進

③標準とガイドの更なる開発

第34回国連CEFACTフォーラム 2019年10月27日～11月3日 ロンドン（英国）

・メッセージ構築プロジェクト

　　＝＞ガイドライン要件とりまとめ

　　＝＞業界横断EDI方式の提言

・国連CEFACT標準のAPI化

　　＝＞RDM2API：参照データモデル方式メッセージ

　　　　のAPI化プロジェクト

　　＝＞APITownPpan：API化モジュール登録・公開

　　　　の仕組み構築プロジェクト

・IoT白書

　　＝＞IoTで利用される国連CEFACT標準

　　＝＞貿易円滑化で使われるIoT


（２）AFACT等を通じ、アジア各国の情報連携電子化状況とその取組みを調査するとともに、国連CEFACT標準に基づくSIPSビジネスインフラの普及を図った。
· AFACT中間会議（バンコク：タイ）　2019年5月
· AFACT総会（バンコク：タイ）　2019年11月
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AFACT中間会議 2019年5月21日～25日 バンコク（タイ）

・国連CEFACT及びASEANの動向

  -2019年1月にASEAN電子商取引協定が発効。

  -国連CEFACT標準FLAXのアジアにおける導入。

  -ASEANシングルウィンドウの進展。

  -タイにおける電子原産地証明の動向。

  -タイの貿易円滑化プラットフォームの紹介。

  -PKIによる電子原産地証明発行基盤。

  -ブロックチェーンによる貿易データ共有基盤。

  -国連CEFACT標準化技術動向

・AFACT運営委員会

  -2019年度運営委員会メンバーの確認。

  -2019年度Asia Awardカテゴリー合意。

  -AFACT規約改訂案の合意。

  -新プロジェクト立ち上げ合意。

      ①　越境eCOプロジェクト

      ②　NDTP（National Digital Trade Platform）

　　　  相互運用性

      ③　相互運用性のためのWeb APIメッセージ

AFACT総会 2019年11月17日～22日 バンコク（タイ）

・AFACT運営委員会

  -作業グループ委員長の選定。

　　BDC：Justin Anthony（マレーシア）

　　TMC：菅又 久直（日本）

  -時期（2021年）アジアラポータの検討。

  -AFACT事務局の在り方検討。

  -AFACT議案投票定数の変更

　　　（WEB参加を含めて5か国）

  -国連CEFACTへの新プロジェクト提案

　　（ブロックチェーン間電子文書交換）

 ・eASIA賞

  -デジタルトランスフォーメイション：公共部門

    金賞：海外を含む株主投票の電子化（台北）

    銀賞：銀行を跨ぐ支払システム（イラン）

　　銀賞：健康保険システム（台北）

  -デジタルトランスフォーメイション：民間部門

　　金賞：簡易資金送金システム（バングラディシュ）

　　銀賞：旅行のビッグデータ分析（韓国）

　　銀賞：砂糖輸出における電子証明書（タイ）

  -格差解消デジタル機会創出

　　金賞：税申告用電子インボイス（タイ）

　　銀賞：国内銀行間ネットワーク（イラン）

・日本企業のタイでの製造系EDI展開計画

  タイにおける日系企業を中心とする自動車部品サ

　プ ライチェーンのためのEDI展開計画につき、日本

　の商社とETDAとの顔合わせが行われた。


4．3　新生技術対応ビジネスインフラ研究
· 国連CEFACT標準のWeb API化プロジェクトに参加し、将来のWeb-APIベースの企業間情報共有プラットフォームに関わる方針につき検討を行った。
· サプライチェーンマネージメントにおけるIoTによるアセット・トラッキングの実装につき調査研究を行った。
· 一般社団法人経営情報学会、一般社団法人クラウドサービス推進機構及び特定非営利活動法人ITコーディネータ協会が共催する浜名湖フォーラムに参加し、将来の中小企業におけるITのあり方の研究に参加した。　　　　　　
５．国際／業界横断EDIタスクフォースの活動
国際／業界横断EDIタスクフォースは、業界横断EDI仕様の拡充を図るとともに、国内における展開および海外現地取引への適用を推進することをテーマに活動を行った。
５．１　国際／業界横断EDIタスクフォース会議
国際／業界横断EDIタスクフォース会議は、兼子邦彦（SCCCリアルタイム経営推進協議会理事長）リーダーの下、会員委員30名、賛助会員委員7名、およびオブザーバー2名の参加により、延べ5回のタスクフォース会議及び4回の分科会の審議を通して次の調査研究を行った。なお、5回のタスクフォース会議の内、4回は金流商流情報連携タスクフォースと合同で開催した。
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第1回国際／業界横断

EDIタスクフォース



　2019年7月9日



金流商流情報連携タスク

フォースとの合同会議

30

・2019年度活動計画

・業界横断EDI辞書

　　=>業界横断EDI仕様管理手順の審議

　　=>2019年A版対応の業界横断EDI辞書公開

・国連CEFACT共通辞書サブミッション

    =>中小企業共通EDI

    =>農業機械部品EDI

・大手業界標準EDIとの連携方策審議

第2回国際／業界横断

EDIタスクフォース

　2019年9月20日

16

・2019年B版共通辞書サブミッション

・業界横断EDI仕様の国内展開

    =>中小企業共通EDIレジストリ登録審査結果

    =>農業機械部品EDIメッセージ開発進捗

    =>大手業界標準EDIとの連携方策

・内閣府SIP「スマート物流サービス」への対応について

国際／業界横断EDIタス

クフォース

第1回データ連携分科会

　2019年10月8日

14

・大手業界EDI団体との連携方策

        =>業界団体への説明資料

        =>データ連携分析作業手順

第3回国際／業界横断

EDIタスクフォース



　2019年11月12日



金流商流情報連携タスク

フォースとの合同会議

20

・業界標準EDIとのデータ連携

        =>データ連携プロジェクト進捗

        =>業界標準EDI団体との打合せ

・国連CEFACT共通辞書20A版サブミッション

        =>農業機械部品EDI追加

        =>スケジューリング国際EDI

国際／業界横断EDIタス

クフォース

第2回データ連携分科会

　2019年12月17日

13

・流通BMSとのデータ連携分析

        =>流通BMSメッセージ（注文、出荷、請求）

        =>請求メッセージのデータ連携分析

        =>注文／出荷メッセージのデータ連携案

第4回国際／業界横断

EDIタスクフォース



　2020年1月21日



金流商流情報連携タスク

フォースとの合同会議

20

・業界横断EDI辞書2019年B版（日本語）

・流通BMS（発注）とのデータ連携試行



国際／業界横断EDIタス

クフォース

第3回データ連携分科会

　2020年1月29日

10

・流通BMSメッセージ別データ連携提案

        =>発注メッセージ（事務局）

        =>請求メッセージ（富士通エフ・アイ・ピー）

        =>出荷メッセージ（日本情報通信）

・カナ文字使用データ項目の扱い

・流通BMS追加コード表

第5回国際／業界横断

EDIタスクフォース



　2020年2月18日



金流商流情報連携タスク

フォースとの合同会議
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・業界標準EDIとのデータ連携

        =>流通BMS（発注）とのデータ連携

        =>流通BMS（出荷）とのデータ連携

        =>流通BMS（請求）とのデータ連携

        =>流通BMSとのデータ連携（コード表）

・受信確認メッセージ

・2020年度活動テーマについて

国際／業界横断EDIタス

クフォース

第4回データ連携分科会

　2020年3月17日

    -

*コロナ感染症対策に応じて面談式会議は中止し、以下に

つきメール審議を行った。

・流通BMSデータ連携案（分科会最終案）

        =>発注／出荷／請求


5． ２　SIPS業界横断EDI仕様の国際標準化推進
· SIPS提案情報項目を反映した最新版の国連CEFACT共通辞書（2019年A版及びB版）の日本語版を整備し、公開した。
· 国内産業界の情報項目要件（国内税制改定、農業機械部品EDI、自動車部品EDI国際対応）に基づき、国連CEFACT共通辞書への追加・変更要求を提出し、そのハーモナイゼーションを実施した。
· 業界横断EDIのメッセージ構築手法を国際的に広めるため、国連CEFACTで進めるXMLメッセージ構築ガイドライン・プロジェクトを国連CEFACTに提案し、ガイドラインの整備を進め、ドラフト版を策定した。
5． ３　SIPS業界横断EDI仕様の国内業界への展開
· 国連CEFACT標準を基盤とした中小企業共通EDIの標準策定に協力した。
· 我が国主要EDI業界標準である流通BMSと国連CEFACT共通辞書とのデータ連携分析作業を行った。
６．金流商流情報連携タスクフォースの活動

　金流商流情報連携タスクフォースは、金融業界の決済高度化に向けた戦略的取組みに呼応した産業界への実装促進に向け、金融EDI商流情報の国連CEFACT共通辞書とのデータ連携定義、及び金流商流情報の利活用に関する研究を行った。
６．１　金流商流情報連携タスクフォース会議
金流商流情報連携タスクフォース会議は、遠城秀和（NTTデータシステム技術株式会社）リーダーの下、会員委員25名、賛助会員委員9名の参加により、延べ４回のタスクフォース会議の審議を通して次の調査研究を行った。なお、いずれのタスクフォース会議も国際／業界横断EDIタスクフォースとの合同で開催された。
[image: image5.emf]TF会議 参加人数 審議事項

第1回金流商流情報連携

タスクフォース



　2019年7月9日



国際／業界横断EDIタス

クフォースとの合同会議

30

・2019年度活動計画

・金融EDIメッセージへの商流情報埋込のためのMIME

Type

・金流商流情報連携利活用

    =>SCCCリアルタイム経営推進協議会の紹介

第2回金流商流情報連携

タスクフォース



　2019年11月12日



国際／業界横断EDIタス

クフォースとの合同会議
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・

SE

のための企業側

ISO20022 

メッセージ導入ガイド

・軽減税率消費税対応情報項目

・

SCM

に関わる最新動向

        =>モノづくり・商業・サービス・高度連携促進事業

        

=>

スマート物流サービス

        

=>QR

コードについて

        

=>

経団連：サプライチェーン委員会

第3回金流商流情報連携

タスクフォース



　2020年1月21日



国際／業界横断EDIタス

クフォースとの合同会議
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・金融EDI用商流データ格納方法

・QRコードについて

第4回金流商流情報連携

タスクフォース



　2020年2月18日



国際／業界横断EDIタス

クフォースとの合同会議

16

・経済産業省事業及び経団連「サプライチェーン委員会」に

関わる最新動向

        =>経済産業省：モノづくり・商業・サービス・高度連携

           促進事業

        =>中小企業生産性革命促進事業

        =>アジアDX等新規事業創造支援事業

・2020年度活動テーマについて


6． ２ 金流商流情報連携基盤の推進
· 全銀EDIシステムのXMLメッセージ（ISO20022）に商流情報を実装するためのMIMEタイプの定義。
· SEのための企業側ISO20022メッセージ導入ガイドの公開。
· 全銀EDIシステムに実装する商流情報の軽減税率対応情報項目追加。
６．３ 金流商流情報の利活用分野の調査
· SCCCおよびリアルタイム原価計算に関する調査。
· SCMにおける最新動向調査。
· 請求書へのQRコード利用の調査
· 経済産業省及び経団連における、中小企業EDI施策及びDX推進施策の調査。

７．収益事業報告
SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的に、国連CEFACT共通辞書に基づく業界メッセージ策定支援事業を行った。
（１）農業機械部品受発注メッセージ設計支援
· 発注企業：株式会社クボタ
· 受注金額：\465,918
（２）タイEDI事業化に向けたEDIのGSEDIメッセージ設計支援
· 発注企業：豊田通商株式会社
· 受託金額：\301,670
８．業務執行理事への委託業務報告
　SIPS活動を円滑におこなうため、2019年度総会にて承認された以下の業務につき、ビジネスインフラ研究所（所長：菅又久直）に委託した。
８．１　SIPS定例業務の委託
[image: image6.emf]費目 委託作業項目 数量 委託業務費

事務局経費

SIPSプロジェクト管理

12か月 784,800

委員会経費

委員会資料作成

16委員会 524,400

普及啓発費

レジストリ登録管理

7ドメイン 114,300

普及啓発費

WEB更新

12か月 196,200

調査研究費

国際会議報告

4国際会議 130,800

調査研究費

共通辞書日本語化

2回 85,020

計 1,835,520


８．２　SIPS受託の再委託
[image: image7.emf]費目 委託作業項目 数量 委託業務費

事業経費

農業機械部品受発注EDIメッセージ支援

1式 129,600

事業経費

スケジューリングEDI国際対応メッセージ設計支援

1式 82,500

計 212,100
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